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事業の概況 事業の概況

令和6年度の当金庫の業績は、日本銀行のマイナス金利政策が解除
され「金利のある世界」に移行したことにより、金融機関の獲得競争が
激化したものの、預金積金については、期末預金積金残高が2,837億
円、年間増加額は18億円、年間増加率は0.66％となり、貸出金につい
ては、円安・資材価格の高騰対策資金や増加運転資金等の事業者への
資金支援の取組みにより、期末貸出金残高は1,389億円、年間増加額
は68億円、年間増加率は5.15％となりました。
損益の状況につきましては、貸出金残高の増加・貸出金利回りの上
昇により貸出金利息は増加し、基本的な収益力を示すコア業務純益は

業　績
768百万円と前期対比132百万円増加しました。マイナス金利政策解
除後は、債券価格の時価が低下基調となり、回復が見込めない有価証
券の処理を行いましたが、経常利益は526百万円と前期対比10百万円
増加し、当期純利益も400百万円と前期対比46百万円増加しました。
また、企業倒産先等の回収･償却を進めた結果、不良債権比率は
3.44％と前期より0.33ポイント改善しました。
自己資本比率においては14.68％と国内基準の4％を大幅に上回っ

ており、当金庫の健全性は充分保たれております。

中国経済の停滞や混迷を深める中東・ウクライナ情勢に加え、米国
の関税政策により世界経済への影響が懸念され、国際的な政治・経済
情勢の下押し圧力となり、不確実性が高い状況にあります。また、人手
不足に伴う賃上げや価格転嫁の広がりの遅れは、当金庫の主要顧客で
ある中小・小規模事業者の経営に大きな影響を与えております。
こうした状況のもと、令和7年度の業務運営方針で対処すべき課題

とした「事業先ごとの経営課題に応じた支援」「預金戦略の見直し」「持
続的な人材の確保、人的資本投資の強化」「経営管理体制の充実・強
化」につきましては、最優先課題として捉え、その解決に尽力する方針

事業の展望及び当金庫が対処すべき課題
であります。
また、近年の金融機関が直面するリスク量は多様化し増加しており、
経営全般に関わる様々なリスク量を的確に把握し、各種リスク量の低
減を図ることが必要であり、理事会・役員会を含めた各種会議体での
討議を強化し、経営陣のみならず、各種リスク管理担当部署も常にこの
ことを意識し、様々なリスクへの対応力を高め、業務の質の向上に努め
てまいります。

�〔単位〕利益：千円、残高：百万円
最近5年間の主要な経営指標の推移

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度
経 常 収 益 3,298,923 3,343,931 3,493,687 3,835,773 4,087,326
経 常 利 益 445,331 551,626 521,605 515,482 526,046
当 期 純 利 益 276,281 403,042 376,733 354,041 400,106
出 資 総 額 461 472 475 477 479
出 資 総 口 数 923千口 945千口 950千口 954千口 959千口
純 資 産 額 20,577 19,630 17,880 17,323 14,881
総 資 産 額 293,821 314,006 294,148 300,922 300,058
預 金 積 金 残 高 264,838 269,416 274,059 281,900 283,788
貸 出 金 残 高 113,594 119,429 125,688 132,116 138,926
有 価 証 券 残 高 121,378 117,398 109,046 98,916 89,645
単 体 自 己 資 本 比 率 14.99% 14.89% 14.55% 13.92% 14.68%
出資に対する配当金（出資１口当たり） 4%(20円） 4%(20円） 4%(20円） 4%(20円） 4%(20円）
役 員 数 9人 10人 10人 10人 10人

う ち 常 勤 役 員 数 6人 8人 8人 8人 7人
職 員 数 215人 211人 208人 222人 221人
会 員 数 14,121人 14,235人 14,326人 14,409人 14,441人

金融機関の基本的な業務の成果を示す金融機関固有の利益指標です。具体的には「業務粗利益」から、業務
遂行に必要とされる費用、つまり「貸倒引当金（一般）」「経費（除く臨時経費）」を控除したものです。また、この
「業務純益」は、有価証券の含み益等と同様に、貸倒発生の際の償却能力を判断する基準ともなります。

業務純益からさらに債券運用による損益を控除し、
一般貸倒引当金繰入に充てた費用を戻す事により、
預貸等本業による基本的な利益額を示すものです。

業務純益 コア業務純益解�説 解�説



純資産の推移

23,000

21,000

19,000

17,000

15,000

13,000

11,000

9,000

7,000

5,000

（百万円）

総資産の推移
（百万円）
315,000
310,000
305,000
300,000
295,000
290,000
285,000
280,000
275,000
270,000
265,000
260,000

経常利益の推移

1,000,000
900,000
800,000
700,000
600,000
500,000
400,000
300,000
200,000
100,000

0

（千円）

業務純益の推移

1,200,000

1,000,000

800,000

600,000

400,000

200,000

0

（千円）

当期純利益の推移

800,000

600,000

400,000

200,000

0

（千円）

貸出金の推移
（百万円）
140,000
135,000
130,000
125,000
120,000
115,000
110,000
105,000
100,000
95,000
90,000
85,000
80,000

預金積金の推移

（百万円）
285,000

280,000

275,000

270,000

265,000

260,000

255,000

250,000

245,000

240,000

235,000

230,000

コア業務純益の推移

 800,000

700,000

600,000

500,000

400,000

300,000

200,000

100,000

（千円）

2024年度

768,140

2024年度

300,058

2024年度

138,926

2024年度

463,614

2024年度

400,106

2024年度

14,881

2024年度

526,046

2024年度

283,788

2020年度

264,838

2021年度

269,416

2022年度

274,059

2023年度

281,900

2020年度

113,594

2021年度

119,429

2022年度

125,688

2023年度

132,116

2020年度

293,821

2021年度

314,006

2022年度

294,148

2023年度

300,922

2020年度

20,577

2021年度

19,630

2022年度

17,880

2023年度

17,323

2020年度

545,359

2021年度

684,814

2022年度

548,690

2023年度

680,753

2020年度

445,331

2021年度

551,626

2022年度

521,605

2023年度

515,482

2020年度

527,160

2021年度

604,441

2022年度

627,864

2023年度

635,146

2020年度

276,281

2021年度

403,042

2022年度

376,733

2023年度

354,041

3 4

事業の概況 事業の概況

令和6年度の当金庫の業績は、日本銀行のマイナス金利政策が解除
され「金利のある世界」に移行したことにより、金融機関の獲得競争が
激化したものの、預金積金については、期末預金積金残高が2,837億
円、年間増加額は18億円、年間増加率は0.66％となり、貸出金につい
ては、円安・資材価格の高騰対策資金や増加運転資金等の事業者への
資金支援の取組みにより、期末貸出金残高は1,389億円、年間増加額
は68億円、年間増加率は5.15％となりました。
損益の状況につきましては、貸出金残高の増加・貸出金利回りの上
昇により貸出金利息は増加し、基本的な収益力を示すコア業務純益は

業　績
768百万円と前期対比132百万円増加しました。マイナス金利政策解
除後は、債券価格の時価が低下基調となり、回復が見込めない有価証
券の処理を行いましたが、経常利益は526百万円と前期対比10百万円
増加し、当期純利益も400百万円と前期対比46百万円増加しました。
また、企業倒産先等の回収･償却を進めた結果、不良債権比率は
3.44％と前期より0.33ポイント改善しました。
自己資本比率においては14.68％と国内基準の4％を大幅に上回っ

ており、当金庫の健全性は充分保たれております。

中国経済の停滞や混迷を深める中東・ウクライナ情勢に加え、米国
の関税政策により世界経済への影響が懸念され、国際的な政治・経済
情勢の下押し圧力となり、不確実性が高い状況にあります。また、人手
不足に伴う賃上げや価格転嫁の広がりの遅れは、当金庫の主要顧客で
ある中小・小規模事業者の経営に大きな影響を与えております。
こうした状況のもと、令和7年度の業務運営方針で対処すべき課題

とした「事業先ごとの経営課題に応じた支援」「預金戦略の見直し」「持
続的な人材の確保、人的資本投資の強化」「経営管理体制の充実・強
化」につきましては、最優先課題として捉え、その解決に尽力する方針

事業の展望及び当金庫が対処すべき課題
であります。
また、近年の金融機関が直面するリスク量は多様化し増加しており、
経営全般に関わる様々なリスク量を的確に把握し、各種リスク量の低
減を図ることが必要であり、理事会・役員会を含めた各種会議体での
討議を強化し、経営陣のみならず、各種リスク管理担当部署も常にこの
ことを意識し、様々なリスクへの対応力を高め、業務の質の向上に努め
てまいります。

�〔単位〕利益：千円、残高：百万円
最近5年間の主要な経営指標の推移

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度
経 常 収 益 3,298,923 3,343,931 3,493,687 3,835,773 4,087,326
経 常 利 益 445,331 551,626 521,605 515,482 526,046
当 期 純 利 益 276,281 403,042 376,733 354,041 400,106
出 資 総 額 461 472 475 477 479
出 資 総 口 数 923千口 945千口 950千口 954千口 959千口
純 資 産 額 20,577 19,630 17,880 17,323 14,881
総 資 産 額 293,821 314,006 294,148 300,922 300,058
預 金 積 金 残 高 264,838 269,416 274,059 281,900 283,788
貸 出 金 残 高 113,594 119,429 125,688 132,116 138,926
有 価 証 券 残 高 121,378 117,398 109,046 98,916 89,645
単 体 自 己 資 本 比 率 14.99% 14.89% 14.55% 13.92% 14.68%
出資に対する配当金（出資１口当たり） 4%(20円） 4%(20円） 4%(20円） 4%(20円） 4%(20円）
役 員 数 9人 10人 10人 10人 10人

う ち 常 勤 役 員 数 6人 8人 8人 8人 7人
職 員 数 215人 211人 208人 222人 221人
会 員 数 14,121人 14,235人 14,326人 14,409人 14,441人

金融機関の基本的な業務の成果を示す金融機関固有の利益指標です。具体的には「業務粗利益」から、業務
遂行に必要とされる費用、つまり「貸倒引当金（一般）」「経費（除く臨時経費）」を控除したものです。また、この
「業務純益」は、有価証券の含み益等と同様に、貸倒発生の際の償却能力を判断する基準ともなります。

業務純益からさらに債券運用による損益を控除し、
一般貸倒引当金繰入に充てた費用を戻す事により、
預貸等本業による基本的な利益額を示すものです。

業務純益 コア業務純益解�説 解�説




